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３．計画策定のための調査・解析

3.1 調査・解析の概要・目的 
 本章に基づき実施する調査は、検討対象流域における過去に発生した大規模

土砂生産状況及び大規模土砂生産後の土砂流出状況を把握した上で将来生じう

る現象を想定し、対策の計画策定のために実施する。具体的には、測量等によ

る検討対象流域の土砂生産及び土砂流出の実績に関する調査、河床変動計算に

よる将来的に生じうる現象の想定を行うことを基本とするが、検討対象流域と

気候条件、地質・地形条件が概ね類似した周辺流域の調査結果を活用すること

もできる。なお、実際の土砂流出状況に応じた対策の実施や緊急的な対策の終

了の判断等のために別途、「5.土砂流出状況に応じた対策実施等のための調査・

解析」を実施することを基本とする。 

3.2 大規模土砂生産発生後に実施する調査・解析 
3.2.1 土砂生産状況に関する調査・解析 
対象流域の土砂生産状況に関する調査として、以下の項目を把握するための

調査を基本とする。 

①崩壊地面積の時空間分布状況

②生産土砂量の経年変化

③大規模土砂生産後の土砂の堆積状況

④生産土砂の粒径

①については、複数時期の空中写真判読による崩壊地分布の経年的な把握を

基本とする。また、②については、現地調査等に基づき崩壊面積と崩壊土砂量

の関係を把握した上で崩壊面積から生産土砂量を把握する手法、あるいは複数

時期の航空レーザー測量（LP）データを用いて直接的に生産土砂量を把握する

手法が考えられる。また、③においては、空中写真、LP データを用いた土砂生

産後の土砂堆積状況の把握が考えられる。さらに、③においては、大規模土砂

生産等により生産された土砂が流域内に残存する割合、残存した土砂のうち、

斜面または河床に堆積した土砂の割合などを調査する。①～③については、大

規模土砂生産現象発生時の生産土砂量および流域内の土砂堆積範囲および堆積

量を正確に把握するため、平時から調査を実施しておくことが望ましい。④に

おいては、生産土砂の粒径は地質などにより区分をした上で、地質区分毎に現

地調査することが考えられる。また、過去の空中写真の活用にあたっては、複

数の視点から撮影した画像を解析することで撮影時のカメラの位置を推定し、

それを基に地形状を 3 次元的に復元する SfM-MVS の技術を活用することも考え

られる。 
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3.2.2 土砂流出状況に関する調査・解析 
対象流域の土砂流出状況に関する調査として、以下の項目を把握するために

調査を実施することを基本とする。 

①流出土砂量と土砂の流出特性の経年変化 

②流出土砂の粒径 

③流出状況の想定 

①、②において、経年的な流出土砂量の把握にあたっては、規模の大きい砂

防堰堤や貯水池における堆砂量データの収集・分析を行うことが考えられ、大

規模土砂生産現象発生による流出土砂量の増加を正確に把握するため、平時か

ら調査を実施しておくことが望ましい。堆砂量データから流出土砂量を把握す

るにあたっては堰堤・貯水池の土砂の捕捉率を考慮することが望ましい。また、

砂防堰堤の堆砂状況の調査においては空中写真の判読も考えられる。さらに、

LP データや空中写真から 3 次元的に地形状を復元する SfM-MVS 技術の活用によ

り、流域の地形変化から流出土砂量を把握することも考えられる。土砂の流出

特性の把握に関しては、流出土砂量と降雨量及び水理量（流量、水深等）の関

係を分析することを基本とする。 

③においては、将来 生じる蓋然性の高い大規模土砂生産後の土砂流出状況を

想定するにあたり、河床変動計算に基づく解析を実施することを基本とする。

解析に用いる河床変動計算手法及び入力条件は、検討対象流域または検討対象

流域と気候条件、地質・地形条件が類似した周辺流域の過去の土砂流出状況に

関する再現計算により適用性・妥当性を確認することを基本とする。大規模土

砂生産後は、堆積土砂の安定化や河床材料の粗粒化など流域の状況が時間とと

もに変化することに留意して河床変動計算の条件を設定することが重要である。 

 

[参考文献]  

1) 河川砂防技術基準（調査編） 
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【参考：調査の事例】 
① 土砂生産状況に関する調査の事例 

A 崩壊地の時空間分布状況の調査例 

 崩壊地の時空間分布状況の調査結果の例として、厚井 1),2)による相模川水系中川

川流域における崩壊地の時空間分布の調査がある。崩壊地は、神奈川県が 1929 年

に整理した関東大震災により発生した崩壊地分布図と、1967 年、1978 年、1988 年、

1999 年に撮影された航空写真の判読結果を用いて抽出されている。それによると、

関東大震災時に非常に多くの崩壊が生じたこと、1978 年には規模の大きな豪雨の

影響（1972 年の山北災害）により多くの崩壊が発生しているなど、崩壊地分布の

時系列的な情報が得られている。 
 

B 生産土砂量の経年変化の調査例 

B-1 崩壊面積から生産土砂量を把握する手法 

 崩壊面積 ALから生産土砂量 VLを推定する方法として、崩壊面積 ALと生産土砂量

VLの関係式、あるいは崩壊面積 ALと崩壊深 DLの関係式を予め求めておき、その関

係式を用いて推定する事が考えられる。前者の関係式としては、例えばGuzzetti et al. 
3)が提案している崩壊面積 ALと生産土砂量 VLの関係式（参 1）を用いることが考え

られる。 

   𝑉𝐿 = 𝛼 × 𝐴𝐿
1.450 （参 1） 

ここに、：比例係数で、Guzzetti et al. 3)によると 0.074 である。同様な崩壊面積と

崩壊土砂量の関係についてはこれまで多数報告されている 4)~6)。例えば、近年、Lasen 
et al.4)は世界各地のデータを収集し、表層崩壊と深層崩壊に分類し、それぞれ回帰

式を提案している。また、Imaizumi & Sidle5)は 1965 年～2001 年の空中写真を用い

た崩壊地判読と現地調査結果をもとに、宮川流域における崩壊面積－崩壊土砂量関

係を求めている。 
一方、式（参 1）の係数は、世界中のデータをよく説明できるように統計的に求

められたものであり、地質の違いなどが考慮されていない。そのため、流域によっ

てはより妥当性の高い係数を設定できれば、崩壊土砂量の予測精度が向上する可能

性がある。例えば、対象とする流域内における崩壊地について崩壊面積 AL と崩壊

深 DL の実測データが得られている場合、実測データをよく説明できるように比例

係数を設定することが一つの方法として考えられる。なお、崩壊深 DLは、Guzzetti 
et al. 3)が提案している崩壊面積 ALと生産土砂量 VLの関係式（参 1）から推定できる

と仮定すれば、次元的に式（参 2）から求めることができる。 

   𝐷𝐿 = 𝛼 × 𝐴𝐿
0.450 （参 2） 

 例えば、泉山ら 7)は、小丸川水系渡川流域では平成 17 年に大規模な崩壊が発生
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しており、そのときの崩壊土砂量は、空中写真判読結果から得られる崩壊面積 AL

と、式（参 2）から得られる崩壊深 DLから推定している。このとき、泉山ら 7)は、

比例係数を参考図 3.3.1 に示すように渡川流域内で過去に発生した崩壊について

の調査結果 8), 9)から得られる崩壊面積 AL－崩壊深 DL関係に適合するように修正し

た値 0.0518 を用いて崩壊土砂量を求めている。 

 
参考図 3.3.1 崩壊面積 ALと崩壊深 DLの実測結果と式（参 2）による推定結果 
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B-2 複数時期の航空レーザ測量データ（LP データ）を用いて生産土砂量を把握する

手法 

 LP データが複数時期で存在する場合、LP データから数値地形モデルを作成し、

標高の差分処理を行うことで崩壊地の変動量を算出することができる。これより、

崩壊地からの生産土砂量を推定することができる。 
 田方ら 10)、松岡ら 11)は、信濃川水系芋川における平成 16 年の新潟県中越地震に

よる大規模な土砂生産後の土砂流出に関する調査を実施した。松岡ら 11)では、芋川

において地震後の複数の時期でのLPデータをもとに平成 16年以降の生産土砂量を

推定した（参考表 3.3.1, 参考図 3.3.2）。なお、LP データから標高差分値を算出す

る範囲は、空中写真（参考表 3.3.1）の判読により抽出された崩壊地を対象として

いる。 
 

参考表 3.3.1 LP データから生産土砂量を把握する際に使用したデータ 11) 

 
 

 
参考図 3.3.2 芋川流域における崩壊土砂量の経年変化（地震時を除く）11) 
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C 中期土砂流出を引き起こす大規模土砂生産後の土砂の堆積状況の調査例 

 清水, 帆足（2018）12)は、平成 29 年 7 月九州北部豪雨の際に妙見川流域において

発生した崩壊による生産土砂量および河床に堆積した土砂量を推定している。推定

にあたっては災害発生前（平成 29 年 1 月）、災害発生後（平成 29 年 7 月）に取得

された LP データの差分解析を用いており、差分解析の範囲はオルソ画像から分か

る崩壊範囲と河床上の土砂堆積範囲としている。2 時期の標高差分から、妙見川流

域における生産土砂量は約 34 万 m3、河床に堆積した土砂量は約 27 万 m3であった

と推定しており、生産土砂量の約 8 割が妙見川流域内の河床に堆積したと報告して

いる。 
 
D 中期土砂流出を引き起こす大規模土砂生産時の生産土砂の粒径の調査例 

   平成 29年 7月九州北部豪雨で土砂生産が発生した筑後川右岸の黒川（泥質片岩）、

導目木川（結晶片岩と花崗岩）、桂川（緑色片岩）、鶴河内川（礫岩）のそれぞれに

ついて、崩壊地から採取した土砂の粒度分布試験が実施され、粒度分布形状が大き

く異なることが示されている（参考図 3.3.3）13)。このように、生産土砂の粒径調

査を実施する場合は、地質分布などを考慮し、調査地を選定することが重要である。 

 

 
参考図 3.3.3 粒径分布 13) 
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② 土砂流出状況に関する調査の事例 

A 流出土砂量と土砂の流出特性の経年変化に関する調査例 

厚井 1), 2)は、相模川水系中川川流域では、三保ダムにおける堆砂量データを用

いて流域からの経年的な流出土砂量を調査した。ここで、貯水ダム等における堆

砂量のデータから上流域からの流出土砂量を推定するにあたっては、貯水ダムへ

流入してくる土砂のうち、ダムを通過する土砂の割合を推定することが重要であ

る。貯水ダムを通過する土砂の割合については、様々な手法・推定式が提案され

ている（厚井 1）, 2）、鈴木ら 3)、Morris & Fan4)、吉良 5)など）。例えば、厚井 1), 2)は

Brown 式(参 3)を用いてダム貯水池における土砂の捕捉率を算出し、ダムを通過

する土砂量を評価した。 

𝐸𝑇 = 1 −
1

1+𝐾∙𝐶 𝐹⁄
 (参 3) 

ここに、ET：捕捉率（ダム堆砂量 / 流入土砂量）、K：定数、C：ダム総貯水容

量[m3]、F：流域面積[km2]である。定数 K は吉良（1978）4)により全国・地域別

の平均値として示される値が使用できる。また、ダムへの年平均総流入量が判明

している場合は、式(参 3)の代わりに Brune の関係図 3)を使用することも考えられ

る。ただし、（社）日本大ダム会議土砂管理分科会 6)が指摘しているように、Brown
式や Brune の関係図は、流域面積、ダムの総貯水容量から簡便にダム貯水池にお

ける土砂の捕捉率が算出されるものの、粒径や流入量の影響は評価が難しい。 
 

B 流出土砂量と降雨特性の関係 

流出土砂量は、水流の作用により移動可能な土砂が河床上に十分に堆積してい

る状態であっても、流量の大小に依存する。そこで大規模土砂生産の影響を評価

するにあたっては、年ごとの流量の違いが与える影響を取り除く必要がある。し

かし計測が困難であることから山地流域においては流量の計測が十分になされ

ていない。そこで、年間での流出土砂量をコントロールすると考えられる降雨指

標（年降水量、年最大日雨量、年最大３日雨量、年最大３位までの雨量の合計な

ど）を用いて影響を取り除くことが考えられる。例えば、芦田・奥村 7)は、流出

土砂量と関係のある指標として年最大日雨量を用いている。川辺川においては、

流出土砂量と降雨指標（年降水量、年最大日雨量、年最大時間雨量）、水文指標

（年総流出量、年最大流量）との相関関係を検討した結果、年最大日雨量との相

関が最も高いことが示されている（参考図 3.3.4）9)。そこで、川辺川流域にお

いては、年流出土砂量を年最大日雨量で除することなどにより、雨の降り方の影

響を除外することが一定程度できると考えられる。ただし、降雨と流量の間には

非線形性があるため、降雨指標と流出土砂量の間に強い正の相関が常に存在する



 

23 

わけではないことに注意を要する。また河床のアーマー化が進み移動可能な土砂

が十分に存在していない場合にも正の相関がみられない。高橋 8)は、高瀬ダムの

年堆砂量と近傍の雨量観測所における年最大日雨量との関係を比較検討した結

果、ある程度の相関があるものの、年最大日雨量だけでは年流出土砂量を説明で

きないことを指摘している。 
 

 
参考図 3.3.4 年最大日降水量と比堆砂量との関係 9) 

  

参考図 3.3.5 大規模土砂生産前後の平均粒径の変化 

（芋川-東竹沢第二砂防堰堤流域） 

 
C 中期土砂流出を引き起こす大規模土砂生産にともなう河床材料の粒径変化に関

する調査例 

大規模土砂生産後の土砂流出状況は、大規模土砂生産後に河床に残存する不安

定土砂の粒度分布の影響を強く受ける。そこで、河床材料の粒度分布の変化を経

年的に把握することは、流出土砂量と影響期間の予測のために重要となる。芋川

では大規模な土砂生産発生の前後の複数の地点で河床材料の粒径分布調査が実施

されており 10)、その結果を参考図 3.3.5 に示す。参考図 3.3.5 には、下記 A～D
の期間の河床材料の平均粒径を示した： 

A．大規模土砂生産前（平成 14 年） 
B．大規模土砂生産直後（平成 16 年） 
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C．土砂流出活発期間中（図中では影響期間中）（平成 19 年） 
D．土砂流出活発期間後（図中では影響期間後）（平成 28 年～29 年） 
その結果、大規模土砂生産直後 B は河床材料が細粒化していることが分かる。

その後、徐々に平均粒径が大きくなり、粗粒化していることが分かる。 
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【参考：数値計算の事例・留意点】 
 山地流域の土砂動態に関する数値解析事例については数多くあるが、数年の流域土砂

動態（特に河床上昇・低下、流出土砂量の時間変化）を予測するためには、2 次元河床

変動計算は計算負荷が高く現実的でないことが多い。また、春木川のように比較的小流

域の中で大規模な崩壊が一つ、発生する場合もあれば、小渋川のように比較的大流域の

中で複数の大規模崩壊が発生する場合もあり、対象とする流域面積によって計算負荷は

異なる。したがって、中期的な土砂動態予測のためには、小流域を対象とした場合は、

降雨流出モデル等を用いて別途、ハイドログラフを設定した後に 1 次元河床変動計算モ

デル（不等流、不定流）により計算する手法例えば 1)～4)が考えられる。一方で、大流域で

は計算負荷の軽減のため、キネマティックウェーブ法を用いたモデルの適用例えば 5)～8)が

考えられる。これまでの研究で対象とされた流域の面積と採用された計算グリッドの大

きさ、計算モデルの関係については横尾ら 9)が参考になる。以上を踏まえ、大規模土砂

生産後の土砂流出が活発な期間の土砂動態に関する解析については、同期間の土砂動態

の特徴を考慮し、以下の点に留意することが考えられる。 
 

① 計算対象期間 

中期の土砂流出現象に関する数値計算においては、現象のすべてを対象に計算を

実施すると計算時間が非常に長くなることが考えられる。そこで長時間を対象とす

る計算を行う場合には、計算対象期間を土砂流出が顕著な期間に絞り、計算の効率

化を図ることが考えられる。具体的には、例えば流砂水文観測データから河床材料

が移動を開始するために必要な流量を推定し、それ以下の流量の時間帯の計算を省

略する 1)ことが考えられる。 
 

② 土砂供給条件 

大規模な土砂生産が発生した場合、生産土砂の一部は斜面上に残土として残存す

るため、流出しうる土砂量は残土率に大きく左右される。しかしながら、残土率を

予測することは現段階でも困難であり、経験的に定めるにしても、過去に大規模土

砂生産現象が発生していない流域では困難である。したがって、残土率をいくつか

設定して感度分析を行ったり、土砂供給や供給土砂の粒径を変化させるタイミング

についてのいくつかのシナリオを設定して計算を実施 10)したりすることが考えら

れる。一方、過去に大規模土砂生産現象が発生している流域については、大規模土

砂生産発生直後の土砂収支図（参考図 2.2.2）等を参考として土砂供給量を設定す

ることが考えられる。また、供給土砂の粒径分布は数値計算結果を大きく左右する

ことから、渓岸等に堆積した細粒分を含む河床材料や山腹の土砂の粒径分布を取得

し、これを考慮することが望ましい。 
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③ 大規模土砂生産にともなう河床材料の細粒化及びその後の粗粒化の考慮 

大規模土砂生産発生前後を比べると、発生後には河床に細粒土砂成分を多く含み、

その後、選択的な流出により粗粒化が進む。影響期間の長短は細粒分土砂の存在割

合と正の相関関係にあると考えられる。そのため、河床変動計算を実施するにあた

っては、初期条件として大規模土砂生産前に粗粒化が進んでいた場合は適切にそれ

を反映し、境界条件として供給する土砂の粒径は生産土砂がより細かな土砂を含ん

でいることを考慮して設定するなど、計算にあたっては粒径分布の時間変化を適切

に表現できるような条件設定を行う必要がある。河床や供給土砂の粒径分布設定に

ついては丹羽ら 1)や枦木ら 2)が、また細粒分の流出による粒度分布の変化、アーマ

ーコートの発達に関する再現計算の事例として江頭・松木 5)などが参考になる。 
 

④ 流れ幅の設定 

大規模土砂生産により河床に堆積した土砂はその後、時間をかけて下流に流下

する。土砂は小規模、中規模の出水によっても流出するが、その場合は水が河幅

全面にわたってあるわけではなく、水みちを形成し、蛇行して砂州を形成する場

合がある（参考図 5.1.4）。また、計算が数年と長時間を対象として実施されるた

め、例えば流れ幅を適切に考慮していない場合は、掃流力が適切に評価できない

ために流砂量を適切に評価できないなど、十分な精度の結果が得られない可能性

がある。したがって一次元河床変動計算を実施するにあたっては狭窄部、流れ幅

等の設定が重要となる。例えば高橋ら 6)は、上流端付近など河道幅の判読が難しい

箇所についてレジーム則を用いて河道幅を推定している。そのほか丹羽ら 1)は、大

規模な土砂生産があった春木川の河床変動計算を実施するに当たり、レジーム則

を用いて流れ幅を設定している。 
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